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年）には 1966 年（昭和４１年：丙午）のそれを下回る 1.57 を記録し、2003 年（平成１５
年）には、「超少子化国」の基準である 1.3 を下回り、多少回復したとはいえ 2007 年（平
成１９年）の合計特殊出生率は 1.37 である1。 
 経済学においても，出生を内生化したモデルが多数ある。年金や税制が出生率にどのよ
うな影響をもたらすかは，確かに興味深い。たとえば、海外の論文では、Eckstein and 
Wolpin(1985), Becker and Barro(1988)，Becker and Barro(1989)の研究をはじめ、最適な人口
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作るための一助となる。 

















研究として，Fanti and Gori(2007a)，池田 (2009)があげられる。本稿では、Fanti and 
Gori(2007a)のモデルに育児支援を導入する。 
 失業であるが、すべて同じタイプの代表的個人が、 l パーセントの労働時間雇用され、
( )1 l− パーセントの時間失業しているという仮定を置いた。Daveri and Keuschnigg(2000)
や、Daveri and Tabellini(2000)、池田(2011)では、若年期のすべての期間雇用されている個
人と、若年期のすべての期間失業している個人の２タイプ存在するという仮定を用いてい
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るが、現実の日本経済と若年期（２期間世代重複モデルでは３０年と考えるのが普通であ
る）を考えると、 l パーセントの労働時間雇用され、 ( )1 l− パーセントの時間（これは求
職期間、転職期間と考えられるであろう）失業していると考えるほうが、より現実にあっ
ているかもしれない。ゆえに、本稿では Fanti and Gori(2007a)のすべて同じタイプの代表
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 5  
老年期の消費
1
1tc + 及び被用者一人当たりの子ども数 tn から効用を得る
8
。変数右下の t は，
特に指定しない限り t 期という意味である。なお，α ， β 及びγ は選好パラメータである。
ここで， 1, 0, 0, 0α β γ α β γ+ + = > > > を仮定しよう。子ども数から効用を得るという
アイデアは，加藤(2001)，小塩(2001)など，一般に広く用いられている。育児には，コス
ト ( )tm b− がかかるものとする。 0m > は固定コスト（定数）， tb は本稿の分析の対象と
なる育児手当である。 utτ は失業保険に当てられる、失業保険料である。τ は育児支援税
（外生変数）である。 tw は賃金， tp は失業保険給付， tr は利子率， ts は消費， tl は雇用率






1ln ln lnt t tc c nα β γ++ +                                                  
. .s t
 
( ) ( ) ( )0 1 1t t t t t t ut t tc m b n s l w l pτ τ+ − + = − − + −  





( ) ( )( )0 1 1t t t ut t tc l w l pα τ τ= − − + −  
( ) ( )( )1 1t t t ut t t
t
n l w l p
m b
γ
τ τ= − − + −
−
             (2) 
( ) ( ) ( )( )1 1 1t t t ut t ts l w l pα γ τ τ= − − − − + −  
( ) ( )( )1 1t t ut t tl w l pβ τ τ= − − + −                          
が求められる。子ども数が正であるために、本稿では tm b> を仮定する。 
2.2.企業 
企業は，利潤最大化問題 
Max ( ) ( )1 1t t t t t t t tAK l L r K w l Lθθ − − + −                            (3) 
を解く。 Aは生産技術パラメータ， tK は資本ストック， tL は t 期の若年期の人口， tl は
雇用率，θ は資本分配率 ( )0 1θ< < である。また， tr は利子率， tw は賃金である。資本
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先行研究においても，小塩(2001)，van Groezen et al. (2003)，安岡(2006)，Fanti and 
Gori(2007a)など，ごく普通に行われている。 
 6  
は１期間のみで完全減耗するとする。これを t 期の若年期の人口 tL で割って， 
Max ( )1 1t t t t t tAk l r k w lθ θ− − + −                                   (4) 
を解いても同値である。 tk は経済全体の一人当たり平均資本ストックである。(4)式を経
済全体の一人当たり資本ストック tk と雇用率 tl について最大化すると， 
1 11 t t tr Ak l
θ θθ − −+ =
                                             (5) 
( )1t t tw Ak lθ θθ −= −                                             (6) 
となる。 
2.3.労働組合 
労働組合は，雇用率 tl が賃金 tw の関数であることを踏まえつつ，期待収入を最大化す
る。 tw は賃金， tl は雇用率，またτ は育児支援税， tp は失業保険とすると， 
 
Max ( ) ( ) ( )( )1 1t t t t t tl w w l w pτ− + −                             (7) 
を，賃金 tw について最大化することになる。ここで，労働組合は，Daveri and 





また，(5)式から，労働 tl の需要関数が，賃金 tw の関数として 









= =  
 




                                                        
10
 これは強い仮定であるが，Daveri and Tabellini(2000)，Demmel  and 
Keuschnigg(2000)において用いられており，許容される仮定と考える。 
11
 Fanti and Gori(2007a)が”short run unemployment”という文言で暗に示唆するとおり，
労働組合は，労働の需要関数(8)式において，資本ストックが一定で変更できない，いわ







































t t tp Ak l
θ θδ −= ，すなわ

























t t tp Ak l










( ) ( ) ( )11 1ut t t t t t t t t tL l p L l AK l L θθτ δ −= − = −                       (10) 
を満たす。これを t 期の若年の人口 tL で割って， 
( ) ( ) 11 1ut t t t t tl p l Ak lθ θτ δ −= − = −                                (11) 
                                                        
12
  これは， 0τ ≥ のもとで，雇用率 1l < となる十分条件である。この条件を満た


















 8  
としても，同じである。比較静学を簡単にするため，本稿においてはδ を一定（外生変




（本稿においては外生変数，0 1τ≤ < ）は育児支援税率， tb は育児支援給付額， tw
は賃金， tl は雇用率， tn は被用者一人当たりの子ども数とすると，政府の予算均衡式は， 
t t t t t tl w L n b Lτ =                                               (12) 
を満たす。両辺を t 期の若年期の人口 tL で割って， t t t tl w n bτ = としてもよい。τ の値によ
り，(12)式を満たすように tb が内生的に求められる。 
(11)式と(12)式を用いて， tn の式から tb と utτ を消去すると， 
( )( )1 1t t tn l w
m
γ τ τ= − +
                                      (13) 
となる。                                           
2.5.均衡 




1t t tL n L+ =  
1t + 期の資本ストック 1tK + と経済全体の t 期の貯蓄 tS の関係は， 
1t tK S+ =  
























  tL を， t 「世代」の人口と考えてもよいだろう。 
 9  
を満たす。 t 期の経済全体の貯蓄 tS は，一人当たり貯蓄 ts に，人口 tL が掛かったもの，





t t t t t t t t
t t





≡ = = ≡
を満たす。両辺を tL で割ると， 1t t tk n s+ = となる。
1tk + は、 1t + 期の一人当たり資本ストックである。 
 
3.分析 














































mk β γ τ τ τ γ
τ γ τ τ τ
 












は、税込み賃金 ( )1 wτ− より少ない。 
証明 ( ) ( ) 11 1w p w Ak lθ θτ τ δ −− − = − −  
( )( ) 11 1 Ak l Ak lθ θ θ θτ θ δ− −= − − −
 






( )( ) ( ) ( )21 1 1 1Ak lθ θ τ θ θ τδ δ δ
−
 











となり、最後の式は 1θ < 、 1τ < であれば正である。□ 
 この命題は直感的にも明らかである。もし失業保険のほうが賃金よりも高いならば、だ
れも働かないであろう。 
 失業保険給付率δ の変化は，雇用率 l や一人当たり資本ストック k に，どのような影響
をもたらすか。これを確認するために，雇用率 l や一人当たり資本ストック k を失業保険
給付率δ で微分すると，次の２つの命題が導かれる。 
命題３ 失業保険給付率δ の増加は，雇用率 l を減少させる。 
証明 
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( )( )1 1n lw
m
γ τ τ= − + なので， 
   
dn n n w k n w l n l
d w k w l lτ τ τ τ τ
+ + + − + − − + −
∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂
= + + +
∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂















( )( )1 1n lw
m
γ τ τ= − +                             (15) 
( ) ( )( ) 11 1 1A k l
m
θθθ γ τ τ −= − − +
                                               (16) 
とも表せることに注意しよう。これを雇用率 l で微分することで、次の命題が導かれる。 
命題５ 雇用率 l の減少すなわち失業の増加は、子ども数 n を減少させる。 
証明 
( ) ( )( )21 1 1 0n A k ll m




 Ahn and Mira(2002)によって示された、失業と子ども数の負の相関が、ここで示された
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ことになる。これは、完全雇用を前提としてきた Fanti and Gori(2007b)や小塩(2003)におい
ては、論じられてこなかった点である。これを示すため、子ども数を表す(16)式ではなく
(15)式を雇用率 l で微分しよう。 
( )( ) ( )( ) 

1 11 1n ww l
l m m l



















( )( )1 1n lw
m
γ τ τ= − +
 
( )( ) ( ) ( ) ( ) ( )( )





θθθ τ β τ θ τγ τ τ θδ γ τ τ δ
−
  
− − − − −
= − + −   
− +     
 
( ) ( ) ( ) ( )( ) ( )
12
11 1 1 1A m
m
θ









( )( ) ( )11 1X θγ τ τ τ−≡ − + −                                                    (17) 
となる。









































( )( ) ( ) ( )( ) ( )( )1 1 1 1 1dn Xd
θγ τ τ θ γ τ γ τ τ
τ
−
= − + − − − − − −
 
となる。 
( ) ( )
0




































































( )( ) ( ) ( )( ) ( )( )1 1 1 1 1dn Xd
θγ τ τ θ γ τ γ τ τ
τ
−
= − + − − − − − −
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より， 
( )( )( ) ( )1 1 1 1 0θ τ γ γ τ τ− − − − − − ≥



























































∂ となる。  










( ) ( ) ( ) ( ) ( )
2
1
2 1 1 1 1 1
d n X
d
θθ γ τ τ θ τ γ γ τ τ
τ
− −
= − − + − − − − − −        



















 15  
は育児支援税の導入が，思惑とは逆に子ども数を減少させてしまうのである。これは驚く
べき結果である。 
 失業保険給付率δ は，子ども数 n にどのような効果をもたらすか。 
命題８ 失業保険給付率δ の増加は，子ども数n を減少させる。 
証明 





1 1 0dn A m
d m
θ
θθθ θ θβ γ τ τ τδ δ δ
−
−
   
− − −
= − + − − <   
   
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Does Child Support Increase the Number of Children? 




Recently, as low birth rates and the aging of society have intensified, considerable analysis is 
being conducted using overlapping generations models with endogenous birth rates. However, most 
previous studies have assumed full employment. Since it is the case that unemployment does exist 
in reality, this paper employs a labor-union wage-negotiation model that models unemployment to 
analyze the effects of child-support tax on employment and number of children. 
First, an increase in child-support tax increases the unemployment rate and decreases capital 
stock. A new finding is that an increase in unemployment decreases the number of children through 
decreasing disposable income. Also, when certain conditions are satisfied the number of children 
per capita in the economy as a whole also decreases with introduction of child-support tax. This 
paper concludes that excessive child-support tax can have opposite the intended effect. Another 
new finding is that an increase in the unemployment insurance benefits rate decreases the number 
of children by decreasing disposable income through increasing unemployment. 
 
JEL classification: J13, J64, J51 
Keywords: Child-support, The number of children, Unemployment, Union, Overlapping 
generations model 
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